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１ 問題意識
「日本の生活保護制度は，昭和２５年の制度創設以来，抜本的な改革が行
われていないことから，少子高齢化，人口減少社会の進展，就業形態の変容
など，社会経済情勢の変化に対応できておらず，制度疲労を起こしてい
る」１）。とりわけ，２００８年秋のリーマンショックに端を発した急激な景気の
後退により，生活保護受給者は大幅な増加を続けており，保護率の高い大阪
市においては，「生活保護に要する負担の増加が財政全体を圧迫し，行政運
営に支障を来たしている。」と「大阪市財政の現状」（平成２４年９月）は述
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報告論文を改訂したものである。大会では，討論者の久下沼仁笥教授（京都学園
大学）から貴重なコメントをいただいた。ここに記して，御礼を申し上げたい。
１）大阪市市政の生活保護の適正化（２０１３年２月２７日）「生活保護制度の制度疲労」
より引用。
キーワード：生活保護制度，保護率の上昇要因，大阪市区別分析，高齢化，
社会保障制度
任 琳
３３９
べる。「大都市で生活費が膨らんでいる。」２）さらに，日本経済新聞（２０１２年８
月２１日）によると大阪市の生活保護費は２９７０億円（２０１２年）の予算に占
める生活保護費の割合は１７．８％である。平成２３年（２０１１年）の大阪市市
政の統計データ（健康福祉統計集（事業編）平成２３年版）によると，２０１１
年に大阪市の生活保護の被保護世帯数は１１７，３７４世帯，人員数は１５１，６４８人
であり，保護率は５６．８‰である。全国平均の約３．５倍となっている（厚生
労働省（２０１１）「福祉行政業務報告例」のデータ）。大阪市の生活保護率は都
道府県の政令都市の中でもトップである。
本章は大阪市の生活保護率の実態および影響諸要因を明らかにし，改善・
改革の方向性を探ることを目的とする。その際，大阪市および各区について
諸要因の実証的裏付けを行うことを念頭に置く。生活保護問題を抱えている
大阪市の生活保護率が高い原因を探求することは重要な意義を持っていると
思われる。日本の生活保護制度の改革を考える場合，大阪市の生活保護率が
高い原因の分析は有意義な材料を与えると考える。
２ 先行研究
日本における生活保護についての研究文献は年金・保険などと比べると少
ない。大阪市に関する研究文献は極めて少ない３）。以下は先行研究の紹介で
ある。便宜上生活保護の問題を制度にかかわらせて論じる研究とこれを計量
的に分析する研究とに分ける。
（１）さまざまな角度からの生活保護制度に関する先行研究
阿部ほか（２００８）は，「生活保護制度は貧困から人々を救い，すべての国
民に対して健康で文化的な生活を保障する最後の安全網とされている。現行
の生活保護は１９５０年に制定されて以来，半世紀以上その原型を保ったまま
２）日本経済新聞「生活保護費１０年で７割増」（２０１２年８月２１日）。
３）鈴木（２００６）が，政令指定都市の中で大阪の特色を見出そうとしている例を，筆
者は知るのみである。
３４０ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
であり，高齢化の進行や格差顕在化と言った社会経済状況の変化の中で，以
前に増して制度疲労を起こし，抜本的な改革が必要であると議論されるよう
になっている。」４）と指摘している。貧困研究や経済理論に基づいて生活保護
制度を検討するための理論的枠組みを提供し，それから，第Ⅱ部では，生活
保護制度の実際に重点を移し，生活保護制度と隣接する社会保障・行財政制
度との関連から生活保護制度の在り方を考察する。その構成について，第１
章では，日本の貧困の実態を明らかにし，日本の貧困率の上昇とその要因に
ついて人口高齢化の影響，世帯構造の変化，所得の悪化および社会保障と税
制の貧困削減効果の減少という四点を指摘している。第２，３章は公的扶助
の経済理論についての展開である。さらに，生活保護制度との関連領域であ
る国民年金，医療，就労支援，ホームレス対策および地方財政と生活保護を
それぞれ論じている。
京極（２００８）は，「国と地方の役割分担に焦点をおいて，地方分権化との
関連で生活保護制度の抜本的改革に向けての視点と枠組を提示すること」５）が
研究の目的であると述べる。そのために第一部では生活保護の目的と役割を
改めて見直し，第二部で「三位一体改革」における生活保護制度の見直しを
総括し，第三部で扶助の体系と基準のあり方を検討，第四部で福祉事務所の
あり方等の見直し，補論では岩田氏との対談という順序で議論を深めた。
本田（２０１０）は，現在の日本の生活保護の現状を踏まえ，「雇用，教育，
年金制度など社会の様々な矛盾が貧困の連鎖を生み，厳しさを増す地方財政
がその困難な生活に拍車をかける」６）と指摘している。第一章では，生活保護
の定義，四つの原理，四つの原則および８種類の扶助について説明し，さら
に，生活保護の歴史をたどって，最後に，生活保護制度の制定以来，制度疲
労を起こしたという制度が抱える問題を指摘している。第二章では母子家庭
と貧困の連鎖について論じている。第三章では生活保護の捕捉率が低いた
４）阿部ほか（２００８），P．１。
５）京極（２００８），P．１８。
６）本田（２０１０）のまえがき。
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め，「最後のセーフティー・ネット」からこぼれ落ちている人々が多いこと
を示す。第四章では格差と貧困についての論議を行う。さらに，第五，六章
で様々な問題点を取り上げ，最後の第七章ではそれぞれの側面から処方箋を
考える。
生存権を最低限保障するという意味で社会保障の最後の受け皿である生活
保護は，１９４６年の旧生活保護法によって制定され，約半世紀以上にわたっ
て運用されてきた。岩永（２０１１）は，なぜいまだに，高い相対的貧困率や低
い捕捉率の背景の下で多様な貧困状況が起きているかを明らかにするため
に，旧生活保護法の制定から現在の生活保護までの歴史的展開を時系列的に
分析する。この制度が保障すべき最低限度の生活がどのように構想されてき
たか，あるいは実現されてこなかったかを検討する。生活保護の運用には，
その時々の厚生大臣，厚生省事務次官，審議会などによるさまざまな措置や
運用上の論理が重層的に絡み合っているため，現行の生活保護は相当に複雑
化している。その複雑な実態を丹念に解明し，生活保護制度の中で形成され
てきた貧困概念とはどのようなものかについて，核心に迫っている。
内藤（２０１２）は，生活保護制度の沿革，概要について説明し，次いで被保
護世帯数，被保護人員，給付額等の側面から生活保護の現状と課題を明らか
にする。最後に，生活保護制度が直面している課題及びその見直しの動向に
ついて説明をし，現在行われている見直し議論の財政影響について言及して
いる。
（２）生活保護率の実証分析に関する先行研究
牛沢・鈴木（２００４）は，４７都道府県データを用いて，生活保護率の重回
帰分析を行い，完全失業率，離婚率，高齢化率が大きな影響を与えることを
明らかにしている。４７都道府県の生活保護率の地域格差の要因については
「生活困窮の直接的な原因」を指摘し，さらに，各指標の関連性を個別に見
るだけでなく，重回帰分析を適用して総合的に地域格差を説明するモデルを
検討する研究である。
３４２ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
関根（２００７）は，生活保護率に影響を与える要因について，都道府県の
データではなく市（指定都市１２市及び中核市２７市）のクロスセクション
データを用いて，生活保護率の決定要因及びその影響の方向や大きさを明ら
かにする。分析結果によると，生活保護率の高さに影響するのは完全失業率
の高さではなく，所得額の低さのみである。また，「都市部において生活保
護率は人口の高齢化そのものではなく，高齢単身世帯比率が高くなるとい
う，高齢者をめぐる世帯構造の変化が影響を与えている」と指摘している。
鈴木（２００６）は，大阪市健康福祉局保護課の委託による「研究報告書」で
ある。鈴木は，日本の生活保護率の上昇要因について，４７都道府県別デー
タと政令指定都市別のデータを用いて，統計的な分析を行っている。４７都
道府県別データ（１９９７～２００３年）の分析結果について，報告書では「国民
年金収納率は有意ではなかったために，変数から除いている。生活保護率の
決定には失業率や高齢化率，離婚率などが同時に影響していることが分かっ
た。」と報告している。
１２政令指定都市別データ（平成１０～１５年）の分析結果については，①
「保護率と統計的に有意な関係を持つ要因は，高齢化，失業率，離婚率，国
民年金収納率である。実施体制側の問題であるCW（ケースワーカー）一人
当たりのケース数は，有意な関係を持っていない」という。②大阪市のダ
ミー変数を加えると，「大阪市独自の要因によって大阪の保護率が高くなっ
ていることが分かる」。③日雇労働者／総人口比率を説明変数に加えた結果
は「高齢化率や国民年金収納率が有意ではなくなるが，失業率や離婚率は依
然として有意な関係を保っている。」と述べる。④大阪市ダミーを加えると，
日雇労働者／総人口比率日雇労働者が大阪市独自の要因と判断できる。
最後に，鈴木（２００６）は生活保護の改革について提案している。保護基準
見直しについて，基本的な方針・原則，資産調査の認定の２段階化，自立支
援プログラムの地方分権化，負の所得税の導入，基礎年金の改革，医療扶助
の保険化などのきめ細かい改革提案をしている。
鈴木・周（２００７）は，長期時系列分析を用いて，近年の生活保護率の上昇
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原因が恒常的要因によるものなのか，それとも一時的要因によるものである
かを検証する。その結果，「①近年の生活保護率の上昇は主に恒常的要因
（人口構造，離婚率，人々の価値観など）によるものである。②一時的
ショックの減衰期間が非常に長く，生活保護率が完全に元の水準に戻るに
は，約８-９年の時間がかかる。③生活保護率の水準は，労働市場環境，人
口構造及び福祉プログラムの実施体制等から影響を受けているが，最も大き
な要因は高齢化である。④６０歳台の前期高齢者の保護率は，近年急速に上
昇しているのに対して，７０歳以上の後期高齢者の保護率は，その人口シェ
アが大きく伸びていることが生活保護率を押し上げている要因であることな
どが明らかになった。」と述べている。
以上の問題意識と先行研究を踏まえ，本論文の構成は以下の通りである。
第１節では，生活保護制度についての概念を整理し，全国の生活保護の現状
を把握した上で，大阪市の生活保護の現状および実態を明らかにする。第２
節では，大阪市市政で上げられる生活保護率が高い要因について検証し，さ
らに市区の要因分析を行う。第３節では，大阪市の「生活保護行政特別調査
プロジェクトチーム」の委員会の資料を整理し，大阪市が提示する改革の方
向性を明らかにする。第４節は論文の結びである。
第１節 大阪市の生活保護の実態
１ 生活保護
日本では，国民の暮らしを支えるために，様々な制度がある。たとえば，
公的年金，医療・介護保険，障害者や母子家庭を支援する社会福祉，生活困
窮者を救助する公的扶助など，それらを社会保障制度という。社会保険は
「防貧」の機能を持ち，公的扶助は「救貧」の色彩が強い。いわば社会保険
は生活の破綻を事前に防ぎ，公的扶助は生活が破綻した人を事後的に救済す
る。日本の公的扶助の中心が生活保護制度である。
生活保護制度は日本国憲法第２５条「国民は，健康で文化的な最低限度の
生活を営む権利を有する」との規定を根拠とする国民の最低生活の保障制度
３４４ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
である。すなわち，日本の生活保護基準は二つの意味を持つ。「一つは生活
保護制度で救済できる人を選ぶ具体的な基準である。もう一つは日本の「貧
困ライン」である。」７）と本田（２０１０）は主張している。この憲法第２５条を受
け，生活保護法第１条は「国が生活に困窮するすべての国民に対し，その困
窮の程度に応じ，必要な保護を行い，その最低限度の生活を保障するととも
に，その自立を助長する」としている。日本の生活保護適用基準は，世帯の
収入だけでは最低限度の生活を営むために必要な費用に満たない場合で，資
産，能力などあらゆるものを活用することが前提であり，扶養義務者による
扶養などは保護に優先される。この制度の基礎に「国家責任による最低生活
保障の原理」，「無差別平等の原理」，「健康で文化的な最低生活保障の原理」，
「保護の補足性の原理」の四つの原理がある。さらに，制度を具体的に実施
する場合の原則も「申請保護の原則」，「基準及び程度の原則」，「必要即応の
原則」，「世帯単位の原則」という四つがある。生活保護には日々の食事や衣
服，光熱費など日常の暮らしに必要な費用をみる「生活扶助」，義務教育に
必要な学用品や給食費などをみる「教育扶助」，家賃や住宅補修にあてる
「住宅扶助」，病気やけがをした場合の「医療扶助」，介護保険の自己負担分
を賄う「介護扶助」，出産に関係する経費をみる「出産扶助」，職業能力開発
や資格取得，高校就学などのために支出される「生業扶助」，生活保護を受
けていた人が亡くなった場合の葬儀代などにあてる「葬祭扶助」という８種
類の扶助が存在する。生活保護の基準や必要性を判断する基準は国が定めて
いる。国が法に基づき，都道府県知事及び市町村長を指揮して実施するもの
であり，国，都道府県，市及び町村がそれぞれの権限と職務分担に従って全
国統一的に運営実施されている。扶助の費用の分担については，国が４分の
３を負担して，政令市は４分の１を負担している。
２ 全国の生活保護の現状について
図表１は昭和２７年から平成２２年までの日本全国の被保護実人員数と保護
７）本田（２０１０），P．１２１を引用。
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図表１ 被保護実人員数・保護率の年次推移（昭和２７年～平成２２年）単位：‰
注：昭和２９年度以前は，生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成２０年版
出所：国立社会保障・人口問題研究所の生活保護に関する公的統計データ一覧のシ トー
NO．１６により作成。平成２３年のデ ターは「福祉行政報告例」（平成２３年）を参考。
率の年次推移である。長期のデータでみると，石油危機まで被保護実人員数
と保護率は低下していた。その後，石油危機を経ても顕著な変化は見られな
い。その間「昭和３５（１９６０）年まで新生活保護法が成立し実施され，保護
基準も徐々に引き上げられた」のである８）。９０年代に入り保護率の低下傾向
が続いて，平成７（１９９５）年日本の生活保護率（７‰）は最低となり，そこ
から増加に転じた９）。近年，日本の生活保護率は上昇する傾向が見られる。
特に平成２０（２００８）年以後，被保護実人員数も生活保護率も急に増加して
きたことが分かる。「福祉行政報告例」（平成２３年）のデータによると，全
国平均の生活保護率が平成２３（２０１１）年は１６．２‰に昇った。全国の被保護
実世帯数が平成２３（２０１１）年に１，４９８，３７５世帯となって，被保護実人員数
が平成２３（２０１１）年に２，０６７，２４４人となっている。
次に，世帯類型別に観察すれば，日本の高齢化の進展につれて，高齢者世
帯が大きな割合（４０％超）を占めていることが分かる。もう一つ近年に注
目が集まっているのはその他の世帯の増加である。平成２２（２０１０）年度の
８）岩永（２０１１），P．１１９参照。
９）厚生労働省（２０１２），P．１７４参照。
３４６ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
その他の世帯の割合が平成１２（２０００）年度の倍増となった（図表２）。国立
社会保障・人口問題研究所の生活保護に関する公的統計のデータによると，
平成１２年度のその他の世帯数は５５，２４０世帯であり，平成２２年度のその他
の世帯数は２２７，４０７世帯へと約４倍増である。経済の景気後退により，失業
等により生活保護に至る「その他世帯」の割合が大きく増加してきたと考え
られる。
さらに，厚生労働省の「福祉行政報告例」のデータ（図表３）によって，
全国生活保護の世帯類型別の単身者世帯の割合の年次推移を見ていくと，高
齢者世帯に占める単身者世帯の割合が高くなってきたことが分かる。その他
の世帯に占める単身者世帯の割合も増加している一方である。今後の生活保
護制度の改革の方向性については自立が困難である高齢者世帯と稼ぐ能力を
持っているその他の世帯とは分けて考慮すべきである。
近年，日本の生活保護の現状についてみると，被保護世帯・人員，保護率
は全国的に増加していることが明らかである。それに伴い，予算も増加して
きたが，２００７年度は景気の回復や母子加算の廃止などの制度改正により減
少した。しかし，経済の落ち込みにより景気の低迷及び高齢化の進展等の要
素を考えると，これからも増加する兆候にある。日本の生活保護制度は少子
図表２ 全国生活保護の世帯類型別の構成比の年次推移（単位：％）
出所：国立社会保障・人口問題研究所の生活保護に関する公的統計H２４年
デ ター一覧シ トーNO．３により作成。
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図表３ 被保護世帯の世帯類型別状況の単身者世帯の割合の推移（１カ月平均，％）
注：現に保護を受けた世帯である。
出所：昭和５０年度，６０年度，平成７年度のデ ターは「国民の福祉の動向・厚生の指標 増
刊・第５８巻第１０号」第６章の表９を引用し，H１２年度～H２３年度のデータは厚生
労働省「福祉行政報告例」より作成。
高齢化・人口減少社会の到来，家族の変容，就業形態の変化・ワーキングプ
ア（働いても貧しさから抜け出せない勤労低所得者層）という日本の社会経
済構造の変化に十分に対応できず制度疲労を起こしている。近年，厚生労働
省の「生活保護の在り方に関する専門委員会」の報告によって，段階的に制
度変更が行われてきたが，さらなる根本的改革が必要である。
３ 大阪府及び大阪市の生活保護の現状
上述では日本の生活保護率が上昇していることをみた。次に全国と比較
し，大阪府の生活保護の現状を明らかにしたい。図表４は平成２２（２０１０）
年までの生活保護率の上位５都道府県と全国平均の長期的な動きを示す。
その増加率が近年，もっとも大きいのは大阪府であることが分かる。平成
２２年では生活保護率が３２．０３‰（全国平均１５．２４‰）に達している。図表４
を観察すると大阪府の生活保護率が７０年代前半から全国平均を上回って，
平成７（１９９５）年まで全国平均の生活保護率は低下傾向が見られることに対
して，大阪府の生活保護率には１９８０年代半ばまで緩やかな上昇傾向が見ら
れる。そして，平成１８（２００６）年から北海道を抜いて，大阪府の生活保護
率が現在までずっとトップになっている。全国平均と大阪府の保護率の差が
３４８ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
ますます広がってきたことが明らかである。経済の低迷，少子高齢化の進行
につれて，大阪府の生活保護の受給者が増加する傾向にあり，このため生活
保護率が上昇する。
大阪市，大阪府および全国平均を比較（図表５）すると，大阪市の生活保
護率が大阪府と全国平均より大幅に離れ，１９９５年以後では大阪市の生活保
護率の上昇が著しくなってきたことが分かる。平成２３（２０１１）年の大阪市
図表４ 生活保護率の（近年）上位５都道府県と全国平均との年次推
移（昭和４５年～平成２２年） 単位：‰
出所：総務省「社会生活統計指標」昭和４５年～平成２４年の福祉・社会保障
のデ ターにより作成。
図表５ 大阪市と大阪府と全国平均との年次推移（１９７５年～２０１０年）単位：‰
出所：全国平均と大阪府のデ ターは「社会生活統計指標」昭和６１年～平成２４年を参考。
大阪市のデータは「民生事業統計集」昭和５５年版～平成１２年版（１９７５年～１９９９
年）を参照。２０００年以後は大阪市市政長期デ ターにより作成。
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市政の統計データ（健康福祉統計集（事業編）平成２３年版）によると，被
保護世帯数は１１７，３７４世帯，人員数は１５１，６４８人であり，保護率は５６．８‰
である。全国平均の約３．５倍となっている（２０１１年「社会福祉行政業務報
告例」のデータ）。大阪市の生活保護率（５６．８‰）は都道府県の政令都市の
中でもトップであることが分かる。第２位は札幌市（３５．９‰）である。第３
位は京都市（３１．３‰）である。
大阪市の生活保護受給者が急に増加することにより，大阪市の財政は圧迫
され，大きな負担となってきた。大阪市の生活保護世帯類型別で大阪市の生
活保護の現状を把握してみよう（図表６）。大阪市市政の「健康福祉統計集
（事業編）平成２３年」のデータによれば，被保護世帯の中では自立が困難と
考えられる高齢者世帯の割合がもっとも大きく，半分弱（４５．６％）を示す。
傷病・障害者世帯は３７．７％を示す。母子世帯の占める率は低くて７％であ
る。長期的な動きを観察すれば，図表７のように高齢化社会の影響で高齢者
世帯の占める率は約５０％で，その他の世帯の割合が近年大きく増加してい
ることが分かる。この点に関しては，全国的にもその他の世帯が増大してい
る傾向が見られる。
図表６ 大阪市の生活保護の世帯類型別の構成比（平成２３年度，％）
出所：世帯類型の定義は厚生労働白書（平成２４年版）図表６-１-３７を引用。
大阪市市政の「健康福祉統計集（事業編）」平成２３年版により，作成。
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４ 大阪市の各区の生活保護の現状
２００８年のリーマンショックによって，日本の経済景気が急激に後退し，
大阪市も大きなダメージを受けた。先に述べたように，生活保護受給者は急
に増え，大阪市の財政を圧迫する大きな負担となっている。この背景の下
で，平成２１年９月１日に「第１回生活保護行政特別調査プロジェクトチー
ム委員会・幹事会合同会議」が開催された。突出した生活保護問題を抱えて
いる大阪市は「社会保障制度全般を含めた抜本的な制度改革や財源措置を国
へ求めるとともに，適切な業務執行体制の確保，不正受給や不正請求などの
課題に対する市としての取り組みの一層の推進が求められている。」という
課題を解決するために，委員長を平松市長として，生活保護行政の検証・改
善を進めるプロジェクトチームが設置された１０）。
大阪市の生活保護率が高い現状は大阪市の各区の生活保護率によって示さ
れる。大阪市健康福祉局の「健康福祉統計集（平成２３年）」（図表８）の
データを観察すると，生活保護の状況は行政区により大きな差があることが
分かる。特に，大阪市西成区の生活保護率は２３４．１‰で，その次は浪速区の
１０４．３‰である。一番低い区は福島区の１３．６‰である。しかし，大阪市の中
１０）「第１回生活保護行政特別調査プロジェクトチーム委員会・幹事会合同会議」（平
成２１年９月１日）会議資料「現状・課題，具体的な取り組み，体制図」を引用。
図表７ 大阪市の生活保護の世帯類型別の構成比の年次推移（％）
出所：大阪市市政の「健康福祉統計集（事業編）」平成２１年～平成２３年のデ ターより作成。
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では福島区だけが全国平均（１６．２‰）より低い。全般的に生活保護率が高い
ことが明らかである。
大阪市市政の統計資料により，大阪市の各区の年齢別被保護世帯人員の特
徴を観察してみる。各区の６０歳以上の割合を計算してみる（図表９）と，
高齢者の割合が半分以上を超える区が多い。さらに，突出しているのは西成
区であることが明らかになった。大阪市各区の生活保護率が福島区を除きす
図表８ 平成２３年大阪市及び各区の被保護実人員数と生活保護率（単位：人，‰）
出所：「福祉事業統計集平成２３年」のデ ターより作成。
図表９ 大阪市及び各区の６０歳以上の被保護世帯人員の割合（単位：％）
注：西成区は更生相談所を含む
出所：「大阪市統計表」平成２３年，労働・社会福祉の表－被保護世帯より抽出，作成。
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べて全国平均より上回っているが，各区の状況に大きな違いがあることもよ
く分かる。これから，大阪市の特殊なケースとして特定の区に注目して研究
を進める必要があると考えられる。大阪市の財政の面から見ると，２０１１年
度の決算において，生活保護にかかわる歳出は約２９７８億円である（平成２３
年度大阪市一般会計決算見込速報版）。一般会計に占める生活保護費の割合
は１７．６％である。被保護世帯数の増加に伴って，生活保護費が増加してき
た。「大阪市の財政の現状」（平成２４年９月）により，扶助費のうち約６割
を占めているのは生活保護費であることが分かる。これから高齢化の進行に
よって，大阪市では生活保護にかかわる費用が増加する傾向が予測される。
こういう背景の下で大阪市の社会保障の中の生活保護についての研究は極め
て重要であると考える。
第２節 大阪市生活保護率が高い原因の分析
近年，社会保障の最後のセーフティー・ネットと言われる生活保護制度が
問題化した。生活保護率の傾向が右上がりであることも明らかになってい
る。特に大阪市の生活保護率は急上昇していることが観察できる。第１節で
大阪市の生活保護率が全国の都道府県の政令都市の中ではトップであること
を示した。なぜ大阪市の生活保護率が近年に高い値になってきたか。大阪市
の生活保護率の実態の研究には大阪市各区の実態研究が必要であることが分
かった。大阪市健康福祉局の「健康福祉統計集（平成２３年）」のデータで，
生活保護の状況は行政区により大きな差があることが見られる。特に，大阪
市の西成区の生活保護率は２３４．１‰で，その次は浪速区の１０４．３‰である。
一番低い区は福島区の１３．６‰である。西成区の生活保護率は福島区の約１７
倍である。全国平均（１６．２‰）の１４．５倍である。日本の生活保護制度の改
革を考える場合，大阪市の生活保護率が高い原因の分析は一つの有意義な材
料を与えると思われる。
大阪市市政の「生活保護の適用状況など」では，大阪市の生活保護率が高
い主な原因について，以下の５点が挙げられている。１）失業率が高いこ
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と，２）離婚率が高いこと，３）低所得者層が多いこと，４）高齢者世帯が多
いこと，および５）あいりん地域をかかえることである１１）。以下ではこの指
摘を参考にして，実証的裏付けを行うとともに，原因の総合的分析を行う。
１ 経済の低迷による失業率の増加
２００９年に大阪市の市内総生産（名目）は１９兆７千億円で，国内総生産の
４．１５％を占めている。各国と比較すれば大阪市は世界の第４３位である１２）。
大阪市市政の「大阪市の経済」（２０１３年）のデータにより大阪市，大阪府及
び全国について地域内総生産（名目）の推移を見よう（図表１０）。１９９７年度
から右下がりになっており，２００４年度の総生産は２１兆円を割り込んだ。
２００８年のリーマンショックを受け，０８，０９年度は-２．３％，-５．２％とマイ
ナス成長が続いたことが明らかである１３）。９０年代以後の経済の落ち込みに
よって，経済的に落ち込む人々が増えたことが，大阪市の生活保護率に大き
な影響を与えたと考えられる。経済の落ち込みとともに，大阪市の失業率が
上昇したことも分かる（図表１１）。
図表１１を観察すれば大阪市，大阪府の失業率が全国平均よりも高いこと
が分かる。１９７５年から２００５年まで長期的には右上がりの傾向が見られた。
２００５年から２００７年の大阪府と全国の趨勢は右下がりであった。２００８年の
リーマンショック以降再び上昇傾向が見られる。大阪市の完全失業率は以前
から大阪府と全国の値より大きい。大阪市の高失業の原因は何であろうか。
大阪市の産業構造の変化と関連付けて分析する必要があろう。大阪市は繊維
産業や中小企業が多い。前者は総じて斜陽産業と言われている。また雇用吸
収力の大きい製造業の比重は全国比約２分の１であり，逆に小売・卸売業の
比重は全国比の約２倍である１４）。
１１）大阪市市政「生活保護の適用状況など」（２０１２年６月６日）の大阪市の保護率が
高い主な原因を引用。http://www.city.osaka.lg.jp/fukushi/page/0000086901.
html（２０１２年２月２１日にダウンロード）
１２）大阪市市政（２０１３），第１章 １大阪市の経済規模，P．２。
１３）大阪市市政（２０１３），第１章 １大阪市の経済規模図表データⅠ-１-３を引用。
１４）大阪市市政（２０１２），P．４参照。
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図表１０ 域内総生産（名目）の推移（１９９６年度＝１００）
資料：大阪市「市民経済計算」，内閣府「国民経済計算」，大阪府は内閣府「県民経済計算」
出所：「大阪市の経済」（２０１３年）の図表デ ターⅠ-１-３を利用して作成。
図表１１ 大阪市，大阪府と全国の完全失業率の推移（％）
出所：大阪市のデ ターについては大阪市市政ホームページ，大阪市時系列統計表＞第１編国
勢調査＞人口，就業者数第２表労働状態から計算。大阪市２０１０年のデ ターは「統計
でみる市区町村のすがた」２０１２年版を参考。大阪市の完全失業率は継続的に把握さ
れていない。
http://www.city.osaka.lg.jp/keikakuchosei/page／０００００６６８８５．html。
全国の完全失業率のデ ターは総務省「日本の長期統計系列」の第１９章 労働・賃金
の１９－６表を参考。
http://www.stat.go.jp/data/chouki／１９．htm（２０１３年２月２５日にダウンロー ド）。
大阪府の２０００年～２０１０年のデ ターは総務省 統計局ホームページ 第６表 完全
失業率
http://www.stat.go.jp/data/roudou/pref/index.htm（２０１３年２月２５日にダウン
ロー ド）。
２０００年以前のデ ターは社会生活統計指標－労働を参考。
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２ 離婚率が高い
「大阪市市政の生活保護の適用状況など」によると，大阪市の離婚率が高
い。大阪市の離婚率は２．７１％で，全国平均は１．９６％である（２０１０年）。大
阪府は２．３４％で全国の都道府県第２位となっている。健康福祉局の２００５年
のデータで見ても，大阪市は大都市で離婚率が最も高く，全国平均を大きく
上回っている。そして，大阪市及び大阪府の離婚率が図表１２のように，全
国の平均水準より高いことが分かる。バブル崩壊後も急に離婚率が上がって
いることで，離婚率は経済状況にも敏感であると考えられる。離婚により母
子世帯と父子世帯が増え，社会の弱者グループに入り，特に，日本の雇用形
態の現状では母子世帯が経済的には弱く，貧困に落ちやすくなる。生活保護
率及び生活保護の被保護実人員数の増加に影響を与えている。
３ 高齢化の進展
周知のように，日本社会は高齢化が進み，大阪市の６５歳以上人口は総人
口の２３．５％１５）を占めている（２０１０）。図表１３は全国と大阪市及び各区のデー
１５）大阪市市政（２０１１），人口・国勢調査データの３-９年齢（各歳），男女別人口の
全市による。
図表１２ 全国，大阪府と大阪市の離婚率の推移
出所：大阪市市政の保健統計デ ターの人口動態統計９離婚の動き１９７５年～２００５年の
デ ターより作成。２００５年以後は「社会生活統計指標 婚姻・離婚」のデータより作
成。
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タである。大阪市の高齢単身者の割合も全国の値を上回っている。大阪市の
各区の中では西成区の６５歳以上の割合および高齢単身世帯の割合は全国の
値より突出していることが明らかである。生活保護の世帯類型別でも高齢者
世帯の割合が５０％近くになっていることは第１節で明らかにした。
日本の長期的なデータを観察すると，近年，高齢化が進んでいることが明
らかである。６５歳以上人口の割合をみると１９７０年では７．１％であった
が，２３％（２０１０年）に上昇している（国立社会保障・人口問題研究所の資
料表-１（２））。高齢化の進展によって，日本の高齢者にかかわる年金，医療，
生活保護の支出が問題化していることが，平成２４年の『厚生労働白書』は
「社会保障を考える」というテーマの中で示されている。
大阪市の健康福祉局の「事業分析報告―生活保護」（２００７年）では大阪市
の高齢者人口の割合が他都市と比べて比較的大きいことが分かる。そして大
阪市はこれからも高齢化が進むと予測される。さらに，国立社会保障・人口
問題研究所によって，大阪市の区別の６５歳以上の割合の将来推計を見ると，
西成区は２０３５年には６５歳以上の割合が半分弱（４６．５％）を占めると予測さ
れている（国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口・世帯数の参考表
（３）-３）。
図表１３ 全国，大阪市及び各区の６５歳以上高齢者及び高齢単身者の割合（２０１０年）
出所：大阪市市政「大阪市統計書」人口・国勢調査デ ター３-９年齢（各歳），男女別人口の全
市と区別，３-１７年齢（５歳階級），男女別高齢単身者数より作成。
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大阪市の高齢化の特徴のもう一つは，一般世帯に占める高齢単身世帯の割
合（１３．４９％）が大都市で最も大きいことである。次は，北九州市
（１２．４８％）であり，その次は神戸市（１２．３２％）である（大阪市市政の「大
都市比較統計年表」による）。一般的には，高齢者は肉体的な衰えに加え，
健康状態の悪さなどの理由から就労による収入の確保が困難であるので，公
的年金，貯蓄など，老後の備えによって生活することになる。しかし，「高
齢期の貧困は高齢期の所得を支える柱である年金額の多寡と大きく関係し，
受給する年金額が低い，あるいは無年金の人が貧困に陥りやすい。」と大阪
市の健康福祉局は主張している１６）。社会の発展につれて，高齢化が避けられ
ない。少子化によって，日本の人口構成に大きな影響が生じ，このままでは
日本の社会はますます高齢化社会に進む。国立社会保障・人口問題研究所の
将来人口推計のデータで見ると，今後は少子高齢化社会であることが分か
る。その背景の下で大阪市も少子高齢化が進むだろう。
４ あいりん地域の影響
西成区は，生活保護率が全国でも飛び抜けて高いことで知られている。あ
いりん地域は大阪市の生活保護率の増加要因となっている。さらに，鈴木
（２００６）では，大阪市を含め１２政令指定都市データの実証分析の結果につい
ても日雇労働者／総人口比率日雇労働者が大阪市独自の要因と判断できる。
西成区の被保護世帯類型別のデータを観察すれば，西成区では高齢世帯が
５８％と非常に高い割合を占める（図表１４）。あいりん地域での日雇労働者の
高齢化や景気の低迷によるホームレス化で生活保護者が急増している。
なぜ，あいりん地域には生活保護受給者が多いのか。まず，日雇労働とい
う不安定な労働形態である。次に，あいりん地域の労働者の高齢化である。
西成区の高い高齢化には歴史的原因が求められる。昭和４０年代に，大阪万
博により全国から集まった労働者で，あいりん地域内外に居住している人が
多い。こういう人々は長年の肉体労働と生活習慣病などにより，５５歳を過
１６）大阪市の健康福祉局「事業分析報告―生活保護」（２００７年６月），P．２２を引用。
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ぎると，極端に就労機会が減少し，稼動能力が減退し，生活保護に頼ること
になるだろう。鈴木１７）によると，「あいりん地域には多くの生活保護受給者
が存在し，その多くは日雇いで生計を立てていた単身の男性である。日雇い
の仕事を終えると，外食またはお弁当の夕食である。基本的には３食共外食
は例外ではない。」と述べている。日雇いは終身雇用ではないため，あいり
ん地域は貧困に陥りやすい。このあいりん地域の影響が西成区で生活保護率
が高い重要な原因となっている。
５ 年収，高齢化率，借家率，失業率などの総合分析について
（１）レーダーチャートによる観察
前節で見たように大阪市の区別の生活保護率に大きな差があることは明ら
かである。そして，大阪市市政で挙げられるいろいろな要因はそれぞれの区
にどんな影響を与えるか。または，特殊な要因が考えられるかどうかについ
て分析する必要があろう。生活保護率が高い要因は一つではない。いろいろ
な原因が総合的に影響を与えあっており，生活保護制度の改革もこの点を念
１７）鈴木亘（学習院大学経済学部教授で，大阪市特別顧問であり，西成区特区構想プ
ロジェクトチーム委員である。）第３回西成特区構想プロジェクトチーム会議報
告書第７章を引用。
図表１４ 西成区の被保護世帯類型別（２０１２年３月）
出所：大阪市の西成区「第３回西成特区構想プロジェクトチーム会議報告書」，第３章，
P．６９の西成福祉・被保護世帯類型のデ ターを引用。
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頭に入れる必要があろう。以下では先ずレーダーチャートによって全国対比
で，大阪市および市区の状況を見ることにしたい。しかし，これによって各
要因の相対的影響度を示すことは困難である。
下の図表１５で示しているように，大阪市で挙げられる諸要因の影響はそ
れぞれの区によって異なる。各区の影響要因を観察することによって，その
基礎となる原因を究明することは更なる課題として残る。
注：高齢化１は６５歳以上の人口割合であり，高齢化２は高齢単身世帯数の割合であ
る。A：２００５年，B：２０１０年。
出所：（１）生活保護率は大阪市健康福祉局の「健康福祉統計集（平成２３年），（平成
図表１５ 大阪市区別の総合的デ ター（２００５年，２０１０年）
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図表１６は全国と大阪市との比較である。大阪市の生活保護率が全国より
大幅に高いが，種々の要因が考えられる。まず，世帯主年間収入２００万未満
という低所得者層が多いことが挙げられる。次に借家率が高いことである。
それから失業率の影響である。これらは全国比でみるとおよそ２倍である。
最後に６５歳以上の割合は大阪市と全国の状況がほぼ同じであるが，高齢単
身世帯の割合が高いことが分かる。
図表１７は大阪市の生活保護率の上位３区の総合的データである。全国を
１として示している。西成区は比較した７要因のうち５要因で突出した特徴
を示している。低所得，高失業率とともに高齢者，高齢者世帯および高齢単
身者（男）割合が著しく高い。浪速区では離婚率と借家率が大阪市の他の区
と比較してみると極めて高いことが明らかである。これらの突出している特
徴は生活保護率に強く影響を与えていると考えられる。
既に明らかにしたことであるが，大阪市の高い生活保護率について次のよ
うな特徴がみられる。第１に大阪市の生活保護率は全国の平均より著しく高
１７年）」による。
（２）６５歳以上の人口割合は総務省の国勢調査の時系列データの男女，年齢，配
偶関係のうち表５，６の全国，都道府県，市町村のデータを参考。
（３）高齢単身世帯数の割合の計算の基礎データは「統計でみる市区町村のすが
た」２００８年，２０１２年版，人口・世帯のデータによる。
（４）離婚率＝年間離婚届出件数／市（区）総人口＊１，０００ 「統計でみる市区町
村のすがた」２００８年，２０１２年，人口・世帯により作成。
（５）２０１０年の失業率のデータは平成２２年国勢調査＜産業等基本集計（大阪
市）＞統計表第３表 労働力状況（８区分），男女別１５歳以上人口により
計算。２００５年の失業データは「統計でみる市区町村のすがた」２００８年によ
り計算。
（６）全国の失業率の値は大阪府のホームページの労働力調査地方集計結果（年
平均）（平成２２年平均）の参考表による。
（７）持ち家率のデータは平成１７，２２年国勢調査＜人口等基本集計＞都道府県
データにより計算。
（８）世帯主年収２００万未満は「全国消費実態調査」（２００９）により計算。紙幅の
制限のため，載せないが図表１８では示す。
（９）性別高齢単身者の構成割合は「大阪市統計書」平成２３年版 ３-１７ 年齢，
男女別高齢単身者数のデータにより作成。全国データは国勢調査の＜時系
列データ＞世帯第５表年齢，男女別高齢単身者数－全国，都道府県（昭和
５５年～平成２２年）を参考。紙幅の制限のため，載せないが図表１８では示す。
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いことが明らかである。第２に市区ごとにみると，生活保護率が２４区の中
で福島区を除くすべての区で全国平均を上回っている。西成区，浪速区の生
活保護率は全国の平均と比べ，突出していることが分かる。第３に大阪市の
高い生活保護率の原因として次の５要因があげられる。①失業率が全国より
高い。②離婚率が高い。③高齢化（高齢単身世帯の割合）の進展が全国より
早い。④あいりん地域の影響がある。⑤低所得者層が多い。第４に高生活保
護率の原因を市区ごとにみると，以上の④を除く共通原因のほか，それぞれ
図表１６ 全国と大阪市との総合的比較（全国を１とする）
出所：図表１５のデ ターをもとに作成。
図表１７ 大阪市の生活保護率の上位３区の比較（全国を１とする）
出所：図表１５のデ ターをもとに作成。
３６２ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
の区では突出している特殊な要因が存在することも分かる。第５に，生活保
護率が突出している西成区は，高齢単身者の割合が大きく，特に男性高齢単
身者が多い。また，失業率の影響も大きいと考えられる。浪速区では男性高
齢単身者の割合，借家率および離婚率の影響が大きいことが観察される。
（２）基本統計量及び相関係数
図表１８は図表１５のデータから求めた統計量および相関係数を示す。生活
保護率の変動係数を観察すると，大阪市区の地域格差が非常に大きいことが
明らかである（全国の変動係数は５１．４（２０１０）である）。高齢化より高齢単
身世帯の割合の方が変動係数は大きい。生活保護率以外の変動係数は２００５
年より２０１０年にかけていずれも大きくなっており，大阪市区の地域格差が
拡大していることが分かる。
大阪市区の生活保護率との相関関係を見ると，高齢化（６５歳以上）の割
合の影響より高齢単身世帯の方が強い。また，失業率の相関も大きいことが
分かる。ここでは，離婚率の相関関係はほとんど認められない。鈴木・周
（２００７）は説明力の弱さについて，「離婚率がフローの数値なので，ストック
図表１８ 大阪市区の変動係数と相関関係
注：１）高齢化１は６５歳以上の割合であり，高齢化２は高齢単身世帯数の割合である，高齢
化３は性別高齢単身者数の構成割合，年収＝世帯主の年収２００万未満。A：２００５
年，B：２０１０年。
２）生活保護率の平均値は２４区の単純平均である。
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の概念である母子世帯比率の適正な代理変数になっていないかもしれない」
（P．１２）と解釈している。
（３）重回帰分析
生活保護率を被説明変数とする計測モデルは以下のとおりである。図表
１９は図表１５のデータにより行った重回帰分析の結果を示す。
yi=α+β１x１i+β２x２i+β３x３i+β４x４i+…+β７x７i+u （i＝１，２，３…，２４）
yi：生活保護率（‰），x１i：６５歳以上の人口割合（％），x２i：高齢単身世帯
数の割合（％），x３i：借家率（％），x４i：離婚率（‰），x５i：完全失業率
（％），x６i：世帯主年収２００万未満の割合（％），x７i：性別高齢単身者数の構
成割合（％）男。高齢化３要因（x１i，x２i及びx７i）は択一的と考えられる。
①前述したように，大阪市の特徴として高齢単身世帯の割合の相関関係は
強い。借家率は資産や困窮の程度を図る重要な要因と考えられる。高齢単身
世帯と借家率と失業率の分析結果では説明変数の決定係数が０．９４５であり，
説明力が大きいことが明らかである。②突出している西成区と浪速区を除い
図表１９ 生活保護率の分析結果
注：ダミー ０＝２００５年，１＝２０１０年である。＊＊＊は有意水準１％，＊＊は有意水準５％。
（ ）内はt値。
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ても０．８１６という決定係数を得られ，説明力がある。③借家率の代わりに離
婚率を入れた場合も，説明力があることが分かった。④西成区と浪速区を除
いた結果では決定係数の値が低いけれど，有意義な説明力を持つ結果が得ら
れた。鈴木・周（２００７）の研究では離婚率の係数は負であったが，ここでは
正の効果がみられる。
生活保護率に影響を与える要因の重回帰分析の結果によって，大阪市で挙
げている要因を計量的に示し，さらに，それぞれの影響度をデータで説明す
ることができた。低所得については残念ながら，使われている「全国消費実
態調査」の集計サンプル数が少ないため信頼度も低い。また，大阪市の特徴
としては，高齢単身世帯及び単身者が多いが，年収２００万未満は単身世帯の
生活保護基準より高い。この基準と生活保護率との相関関係も低い。生活保
護制度は生活困窮者の困窮程度に応じて保障する制度であるので，高い生活
保護率は低所得者層が多い結果であろうと考えられる。
以上の分析結果から得られる，大阪市への政策示唆は何であろうか。日本
の高齢化社会の進展につれて，大阪市の高齢者及び単身高齢世帯の増加は避
けられない。橘木（２００６）では「全ての高齢者に対して全額税方式の最低保
障年金を給付することを提唱する。」１８）と述べているように，生活保護と年金
制度と医療保険制度との整合性が求められる。借家率の要因について，特に
都会の家賃が高いことが，貧困世帯が生活保護に陥る主原因の一つであると
考えられるので，財産形成や住宅所有促進制度の強化政策の導入も検討する
必要がある。また，大阪市の高離婚率は生活保護を受給する母子世帯の割合
に大きく影響を与える。母子世帯への支援政策を充実させるのも急務であ
る。さらに，児童手当のほかに，教育や精神的なケアなども重要である。こ
れは世帯連鎖の貧困を歯止めするための支援政策である。
最後に，大阪市の高失業率は大阪市の経済構造の変化及び日本経済全体の
低迷により深刻化し，大阪市はハローワークを通じて就労自立が可能な方に
職業訓練などの就労支援サービスを提供している。しかし，大阪市が「失業
１８）橘木・浦川（２００６），P．１４６に参照。
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者が，生活保護に至らずに，自立して再スタートができるよう，国が責任を
持って雇用・労働施策を整備すべき」１９）と国へ提案している。生活保護制度
は失業保険などの第二のセーフティー・ネットから落ちてくる人を「救貧」
するだけではいけない。地域の活性化を促し，地域の企業の雇用環境を改善
して，その人たちを再スタートができるような支援政策も重要である。
第３節 大阪市の国への政策提案について
２００８年のリーマンショックの影響で大阪市および日本全体の生活保護実
人員数と生活保護率の上昇が顕著となった。大阪市財政の面からみる
と，２０１１年度の決算において，生活保護にかかわる歳出は約２９７８億円であ
る（平成２３年度大阪市一般会計決算見込速報版のデータ）。一般会計に占め
る生活保護費の割合は１７．６％である。被保護世帯数の増加に伴って，生活
保護費が増加してきた。「大阪市の財政の現状」（平成２４年９月）によれば，
扶助費のうち約６割を占めているのは生活保護費である。２０００年から歳出
の金額が右下がり（２０００年度１兆８７００億円，２０１１年度１兆６９１７億円）で
あるのに対して生活保護費の割合は（同期間に８．２％から１７．６％へと）大
きく増加している。今後も生活保護率の上昇による生活保護費の伸びも続く
と予測される。高齢化の進展や景気の後退によって増加傾向にあり，これが
「生活保護に要する負担の増加が財政全体を圧迫し，行政運営に支障をきた
している。」と「大阪市財政の現状」は述べる。
上で示したように，「極めて厳しい社会経済情勢の中で，真に生活に困窮
する方へ適切な保護の実施に努める一方で，生活保護制度を取り巻く状況に
ついて市全体の共通の課題認識に立ち，社会保障制度全般を含めた抜本的な
制度改革や財源措置を国へ求めるとともに，適切な業務執行体制の確保，不
正受給や不正請求などの課題に対する市としての取り組みの一層の推進が求
１９）「大阪市の生活保護行政について～プロジェクトチームの２年間の取り組みにつ
いて～」を参照。
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められている。」２０）との現状と課題を踏まえ，平成２１（２００９）年９月１日に
「第１回生活保護行政特別調査プロジェクトチーム委員会・幹事会合同会議」
が発足した。議事要旨によれば，会議では「生活保護の抜本的改革に向けた
取り組み」，「業務執行体制のあり方の検討」および「生活保護行政の適正実
施・市民の信頼確保に向けた方策の検討」がこの「生活保護行政特別調査プ
ロジェクトチーム」の大きな課題として挙げられている。この課題に沿って
議論は行われてきた。
委員会は２３回を経て，大阪市の現状をデータで示し，生活保護の問題点
についても明らかにした。それに基づいて，大阪市は「新たなセーフ
ティー・ネット」を提案した。２０１１年１０月１日に「大阪市の生活保護行政
について～プロジェクトチームの２年間の取り組みについて～」２１）が公表さ
れた。ここでは，主要な成果は「適正化について」，「就労支援について」，
「実施制度について」および「制度改革について」の四つの部分に分けてま
とめられている。
「大阪市の生活保護行政について～プロジェクトチームの２年間の取り組
みについて～」は，「適正化について」以下の三点について述べる。①不正
受給や貧困ビジネスへの対策の強化である。まず，平成２１（２００９）年１１月
にプロジェクトチーム内に適正化推進チームを設置し，その後，「悪質な事
案の重点調査に取り組み，告訴や逮捕件数もふえている」と指摘している。
さらに，「貧困ビジネスの実態など，社会的にも大きな問題提起ができた」
と述べている。②生活保護費の約半分を占める医療の実態調査である。③入
国直後の外国籍者の生活保護の集団申請への対応である。
次に主要な成果の二つ目は「就労支援について」である。ここでは，主
に，「稼働年齢層の受給者の急増に対応するため，就労支援を拡充し，申請
時を始め，早期の支援を強化する」という政策を取り込んでいる。
２０）「第１回生活保護行政特別調査プロジェクトチーム委員会・幹事会合同会議」（平
成２１年９月１日）会議資料「現状・課題，具体的な取り組み，体制図」を引用。
２１）http://www.city.osaka.lg.jp/fukushi/page/0000141797.html。
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三つ目の「実施制度について」は「急激な受給者増に対応するため，ケー
スワーカーなどの補充，または，専門知識などを持つ嘱託職員も拡充し，効
果的かつ適正に保護を実施する」。適正な保護の実施には実施体制の充実が
不可欠である。
四つ目は大阪市の「制度の抜本改革」についてである。大阪市のプロジェ
クトチームは具体的制度改革案を作成して国へ提案している。
柱（１）制度の抜本的な改革 まず，失業が生活保護に直結しないように，
かつ働ける者が実際に働ける社会の生活保護制度に優先する雇用・労働施策
の拡充など，具体的に大阪市と国の分担を提案している。次に，「就労への
インセンティブが働くような制度設計し，自立支援の一環としてボランティ
アなどへの参加」が生活保護受給者で就労自立が可能な者への集中的かつ強
力な就労支援として挙げられている。最後に，「高齢者層には，年金制度と
整合する別の生活保護制度」を国に強く要求すると主張している。
柱（２）生活保護の適正化 生活保護法を改正し，自治体の調査権限の強
化を求める。また，過剰な医療行為の審査や医療費の一部自己負担の導入な
どを求める。
柱（３）生活保護費は全額国庫負担に 生活保護受給者が大都市に集中し，
地域間の負担が不公平であるため，生活保護費は全額国庫が負担すべきと国
に提案する。
上述は大阪市のプロジェクトチームの生活保護制度についての国への提案
である。大阪市の現状を把握し，原因を明らかにしたうえで，大阪市の生活
保護率の改善を図る必要がある。特に，大阪市の高失業率に対して，生活保
護受給者の就労へのインセンティブを引き出すのは重要であるが，就労支援
制度のほかに最低生活保障の設定基準などのきめ細かい政策も必要である。
さらに，就労後に税・社会保険料などの負担が生じるため，再度保護に至ら
ないように，日本社会全体の第２セーフティー・ネットの充実も不可欠であ
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る。しかし，失業保険，年金制度，医療保険の改革には相当時間がかかる。
生活保護の適正化については，医療扶助の適正化について指定医療機関制度
の見直し，指定医療機関に対する指導体制の強化など法律の改訂を医療保険
の改革と並行して進める必要がある。生活保護費の全額国庫負担については
「地方分権化」との関連で論じる余地がある。最後に所得扶助，住宅扶助と
いう所得サービスと介護，医療扶助という福祉サービスなどは大阪市区の実
状に合わせて提供することも必要である。
以上が，大阪市が生活保護の問題を解決するために，２年間をかけたプロ
ジェクトチームの改革案である。大阪市の現状はますます生活保護率が上昇
する傾向にあり，生活保護の受給者数の増加も顕著である。日本の社会保障
制度が揺らいでおり，特にリーマンショック以降，生活被保護者が急激に増
加している。これは大阪市だけではなく，大都市圏に共通の状況である。終
身雇用を前提として成り立ってきた雇用保険等の枠組では非正規雇用の拡大
という現状に対応できなく，失業率の増加，雇用保険未適用者の増加により
生活被保護者が増加する。また，厳しい雇用環境により，生活保護費以下の
収入しか得られない世帯が増加し，自立意欲の低下で，生活保護の増加・長
期化，および核家族化の進展などの家族形態や意識の変化などで，国民年金
のみで老後の生活を支えることが困難な状況となってきた。このような問題
点を大阪市の「プロジェクトチーム」は指摘している。社会全体の保障制度
の不備により，生活保護制度が生活困窮の受け皿となっているところに問題
がある。「雇用や年金制度の再構築などには相当な時間もかかり，生活保護
制度の抜本改革も並行して進めなければならない」と大阪市の「プロジェク
トチーム」が指摘しているのは正しいと思う。また，高齢化の進展は日本社
会の全体の傾向であり，高齢者世帯の受給者も増加傾向にあることは明らか
である。「自立が困難と見られる高齢者への対応は生活保護制度と別で対応
する」という大阪市の改革案には賛成である。具体的には最低賃金と年金と
の見直しを議論する必要があると思われる。
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大阪市のプロジェクトチームの国への改革提案２２）が実を結べば，大阪市の
財政を改善することに効果があろう。しかし，大阪市の生活保護問題の研究
を深めていくことが必要である。大阪市各区の生活保護の状況に大きな差が
あることについての具体的分析や対策案は「大阪市の生活保護行政について
～プロジェクトチームの２年間の取り組みについて～」の中ではあまり触れ
られなかった。各区の影響要因を総合的に考える必要があるが，大阪市各区
は共通要因とともに特殊要因を持っていることが分かった。その状況に応じ
たきめ細かい対策が求められる。これが大阪市の抜本的な改革につながると
思われる。
橋下市長は西成区に力を注いでおり，平成２４（２０１２）年２月１５日に「第
１回西成特区構想プロジェクトチーム会議」を開催した。同年４月から「生
活保護行政特別調査プロジェクトチーム」に代わり，橋下市長の「区長の責
任と権限において区長が決めていく」という方針に基づき，「生活保護適正
化連絡会議」が設置された。生活保護についてきめ細かく分析し，西成区お
よびそれぞれの区の特徴を考慮する抜本的な改革案が求められる。
最後に，生活保護の改革は，その制度の中だけで論議すべきではない。そ
れは社会保障全体の改革の中で考えられるべきであり，一体的に見直すこと
が重要な課題だということは言うまでもない。
第４節 結び
２００８年のリーマンショックによって，日本の経済景気が急激に後退し，
被保護世帯・人員，保護率は全国的に増加していることが明らかとなった。
経済の落ち込みにより景気の低迷および高齢化の進展等の要素を考えると，
これからも増加する兆候にある。日本全国の現状を踏まえた上で，大阪市と
大阪府との生活保護の現状を比較し，大阪市の生活保護問題を示した。大阪
市の各区の生活保護率に大きな差が存在することを指摘した。これらが第１
節で明らかにした点である。
２２）改革提案を国がどう判断するかが焦点となる。
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第２節では大阪市を中心に生活保護率が高い原因の分析を行った。日本の
生活保護制度の改革を考える場合，大阪市の原因分析は有意義な材料を与え
ると思われる。大阪市市政の「生活保護の適用状況など」では，大阪市の生
活保護率が高い主な原因について，以下の５点が挙げられている。１）失業
率が高いこと，２）離婚率が高いこと，３）低所得者層が多いこと，４）高齢
者世帯が多いことおよび５）あいりん地域の問題である２３）。この指摘を参考
にして，実証的裏付けを行うとともに，原因の総合的分析を試みた。影響要
因それぞれを分析し，改善策を講じる必要があろう。それぞれの区によっ
て，諸要因の影響が異なる。いろいろな原因が総合的に影響を与え合ってお
り，生活保護制度の改革もこの点を念頭に入れる必要があろう。
第３節では大阪市の国への政策提案について，大阪市の「生活保護行政特
別調査プロジェクトチーム」の委員会の報告をまとめた。景気の後退によ
り，大阪市も大きなダメージを受け，生活保護受給者は急激に増え，大阪市
の財政を圧迫する大きな負担となっている。その背景の下で，大阪市のプロ
ジェクトチームの国への改革提案が実を結べば，大阪市の財政を改善するこ
とに効果があろう。しかし，大阪市の生活保護問題の研究を深めていくこと
が必要であろう。大阪市の各区の生活保護の状況に大きな差があることにつ
いての具体的分析や対策案は「大阪市の生活保護行政について～プロジェク
トチームの２年間の取り組みについて～」の中ではあまり触れられなかっ
た。各区の影響要因を総合的に考える必要があるが，大阪市各区は共通要因
とともに特殊要因を持っていることが分かった。その状況に応じたきめ細か
い対策が求められる。これが大阪市の根本的な改革の方向性を見いだすこと
につながると思われる。最後に，生活保護の改革は，その制度の中だけで論
議するべきではない。それは社会保障全体の改革の中で考えられるべきであ
り，一体的に見直すことが重要な課題であることは言うまでもない。
２３）大阪市市政「生活保護の適用状況など」（２０１２年６月６日）の大阪市の保護率が
高い主な原因を引用。http://www.city.osaka.lg.jp/fukushi/page/0000086901.
html（２０１２年２月２１日にダウンロード）
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本稿では，まず，先行研究を踏まえ，日本の社会保障の中の生活保護の現
状を明らかにした。大阪市の生活保護は突出していることが明らかである。
終身雇用を前提として成り立ってきた日本の雇用保険等の枠組では非正規雇
用の拡大という現状に対応できなく，失業率の増加，雇用保険未適用者の増
加により生活被保護者が増加する。①厳しい雇用環境により，生活保護費以
下の収入しか得られない世帯が増加，②自立意欲の低下で，生活保護の増
加・長期化，③核家族化の進展などの家族形態や意識の変化，および④国民
年金のみで老後の生活を支えることは困難等の問題点を挙げた。
次に，社会構造の変化および経済構造の変化の背景の下で，生活保護率が
突出している大阪市を中心に高生活保護率の原因を探求し，大阪市および市
区の失業率，高齢化，離婚率などのデータを利用して全国と比較をした。生
活保護率の決定要因に関する回帰分析の結果，大阪市の挙げる主要因は説明
力を持つことが確認でき，それぞれの影響度を示すことができた。実証分析
の結果が示唆する大阪市への改善政策を示した。
最後に，生活保護の影響要因に対して，大阪市の「生活保護行政特別調査
プロジェクトチーム」の改革提案を整理することによって，大阪市の実態を
把握した。大阪市のそれぞれの区で影響要因が異なるため，共通要因と特殊
要因を明らかにし，きめ細かい対策が求められる。それが大阪市の抜本的な
改革の方向性を見いだすことにつながると思われる。生活保護率が突出して
いる大阪市の市区分析が重要なのは，生活保護制度の問題点が最も明確に出
ていると見られるからである。
このように生活保護制度に対する改革の方向性を示すことができるが，根
本的には社会保障制度の中で一体的な改革をすすめ，その中で生活保護が保
障すべき範囲を再構築する必要があろうと考えている。
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The Livelihood Protection in Osaka City
REN Lin
The Livelihood Protection Law of Japan was enacted in 1946 and revised
in 1950. A livelihood protection system, which is a core of Japan’s public
assistance, has been applied for more than half a century. However, the
livelihood protection system has never been effected a drastic reform. The
system has not properly been adjusted to social changes such as aging
population, declining birthrate, and structural changes in household and
employment status. Due to the imperfection of Japan’s social security
system, the livelihood protection system has performed a function of all the
last safety-net.
This paper aims at explaining actual conditions of the livelihood
protection in Osaka City and its influencing factors. The analysis is carried
out by using municipal district data. To explain the cause of the high rate
of livelihood protection in Osaka City may have an important meaning for
considering improvements and reform of the Japanese livelihood protection
system.
大阪市の生活保護 ３７５
